本公表物の使用・転載について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　本公表物のご使用に当たっては、非営利目的で企画された官公庁等公共機関、公益法人等の準公共機関、会員事務所における教育研修活動の資料として使用される場合、あるいは、新聞・雑誌等における公表事実紹介記事の一部として使用される場合には、出典を明示することを条件として、無料といたしますが、「転載依頼書」の提出をお願いいたします。
記
≪お問合せ≫日本公認会計士協会　監査グループ　（Ｅ-mail）kansa@sec.jicpa.or.jp

１枚目－記入見本・注意事項等

２枚目－未記入の申請書用紙
　 　転載依頼の見本　
                                                   　　年　　月　　日
　
日本公認会計士協会　御中
　
×××××××（ eq \o\ad(会社名,　　　　)）
×××××××（代表者名） eq \o\ac(◯,印)
公 表 物 転 載 の お 願 い
　貴会から公表されています、「監査上の主要な検討事項」の強制適用初年度（2021年3月期）事例分析レポート」につきまして、

　＜例示－①＞当社発行の「×××(掲載誌名)」××年××月号（××年××月

　　　　　　　××日発行予定）に転載

　＜例示－②＞○年○月○日開催当社主催の「××研修会」（会費 有･無）の資料として使用　　
　＜例示－③＞顧客への配付資料として使用

　いたしたく、ご承認の程よろしくお願い申し上げます。　

以　　上

＜転載依頼の記載上の注意＞

· 上記の文はあくまでも文案ですので、使用目的を明確に記載の上、内容は変えていただいて結構です。

· 申請者名は各部門の責任者、例えば部長あるいは課長の役職者で結構です。

· 雑誌等への掲載ではなく、セミナー等の資料としてお使いいただく場合は、セミナーに関する詳細（セミナーの名称、開催日、会費の有無等）をお知らせください。
年　　月　　日
　日本公認会計士協会　御中
　
公 表 物 転 載 の お 願 い
　貴会から公表されています、「監査上の主要な検討事項」の強制適用初年度（2021年3月期）事例分析レポート」につきまして、
　転載いたしたく、ご承認の程よろしくお願い申し上げます。　

記

以　　上

別紙　１








